
４-1 温室効果ガス排出量の将来推計（現状すう勢）

7

追加的な削減対策を行わない場合の将来の温室効果ガス排出量を推計
推計方法は、最新年度（2022年度）の排出量をもとに、将来の世帯数や製造
品出荷額等の予測等から算定

8

温室効果ガス排出量は、2030年度で1,4８４万トンCO2、 2035年度で1,５０３万トンCO2 、
2040年度で１，５１６万トンCO2となった（推計）

 
 

温室効果ガス排出量の将来予測（対策なし）
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４-２ 温室効果ガスの削減目標（案）

9

10

（北九州市の2013年度排出量比） 黒字：現行計画 赤字：今回設定案

2050年2040年度2035年度2030年度

実質ゼロ▲7４%以上▲6１%以上▲47%以上市域内
（法に基づく削減目標）

▲15%▲10%▲7%▲4%アジア地域※１

（単年度※２）

─▲84%以上▲68%以上▲51%以上合計

2050年の目指すべき姿（ゴール）を描き、具体的な削減対策と効果を積み上げ、
2030年度・2035年度・2040年度の削減目標（ターゲット）を設定する
市域内において国と同等以上の削減目標を目指しつつ、アジア地域において削減した温室効
果ガス排出量（海外での温室効果ガス削減貢献）を合わせ、世界の脱炭素化にも貢献する。

温室効果ガス削減目標

※１：アジア地域における具体的な削減対策などについては、「９章 世界における脱炭素化への貢献」にて記載
※２：現行計画におけるアジア地域の削減目標（累計）※３を、単年度に換算したもの。
※３：2030年度、２０５０年において、アジア地域で温室効果ガスをそれぞれ、75%、１５０％削減（ともに、2013年

度の北九州市内の温室効果ガス排出量比）

削減目標（案）
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11

「実質ゼロ」とは、人為的な温室効果ガス排出量を森林等による吸収量と差し引きして、 温室効果ガス排出を「ゼロ」とみなすもの

▲47%
市域内

▲61%
市域内

▲74%
市域内

▲84%
海外込み

▲68%
海外込み

▲51%
海外込み

温室効果ガス
実質ゼロ

12出典：地球温暖化対策計画の概要（令和７年２月）

削減目標（案）のイメージ

（参考）国の次期削減目標（NDC）
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４-３ 温室効果ガス削減目標の試算

13

温室効果ガス排出量の将来推計（現状すう勢ケース）から、今後の対策強化に
よるCO2削減効果を差し引きし、各年度の排出量を試算したもの。
目標は、あくまでも温室効果ガス総排出量（合計量）の削減率であり、本試算上
の各部門の削減量（率）について、個別に目標として設定するものではない。

14

※ 端数処理の関係で合計値が合わない場合がある

 

 

部門・分野

①家庭部門

②業務部門

③運輸部門

④産業部門

⑤その他の分野

⑥森林等による吸収

合計

将来推計
（現状すう勢）
[2030年度]

直近の
排出量

[2022年度]

基準年
排出量

[2013年度]

１０５万１０３万１５１万

１５５万１３５万２００万

１５７万１５４万１９７万

８５３万８０８万１,１６６万

２１３万２１１万２３６万

ーーー

１,４８４万１,４１１万１,９５０万

［単位：トン］

2030年度削減目標の試算

試算排出量
[2030年度]

６７万
（▲５６％）
１０５万
（▲４８％）
１３３万
（▲３２％）
５４６万
（▲５３％）
１８９万
（▲２０％）

▲５．８万

１,０３４万
（▲４７％）

CO2削減量
[2022⇒2030]

▲３８万

▲５０万

▲２４万

▲３０７万

▲２５万

▲５．８万

▲４５０万
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15

※ 端数処理の関係で合計値が合わない場合がある

16

※ 端数処理の関係で合計値が合わない場合がある

部門・分野

①家庭部門

②業務部門

③運輸部門

④産業部門

⑤その他の分野

⑥森林等による吸収

合計

将来推計
（現状すう勢）
[2035年度]

直近の
排出量

[2022年度]

基準年
排出量

[2013年度]

１０４万１０３万１５１万

１６１万１３５万２００万

１５６万１５４万１９７万

８７１万８０８万１,１６６万

２１１万２１１万２３６万

ーーー

１,５０３万１,４１１万１,９５０万

［単位：トン］

2035年度削減目標の試算

試算排出量
[2035年度]

５３万
（▲６５％）

８７万
（▲５７％）
１０６万
（▲４６％）
３３７万
（▲７１％）
１８４万
（▲２２％）

▲５．８万

７６１万
（▲６１％）

CO2削減量
[2022⇒2035]

▲５２万

▲７４万

▲５０万

▲５３４万

▲２７万

▲５．８万

▲７４２万

部門・分野

①家庭部門

②業務部門

③運輸部門

④産業部門

⑤その他の分野

⑥森林等による吸収

合計

将来推計
（現状すう勢）
[2040年度]

直近の
排出量

[2022年度]

基準年
排出量

[2013年度]

１０２万１０３万１５１万

１６７万１３５万２００万

１５４万１５４万１９７万

８８５万８０８万１,１６６万

２０９万２１１万２３６万

ーーー

１,５１６万１,４１１万１,９５０万

［単位：トン］

2040年度削減目標の試算

試算排出量
[2040年度]

３７万
（▲７５％）

６５万
（▲６７％）

７８万
（▲６０％）
１５２万
（▲８７％）
１７９万
（▲２４％）

▲５．８万

５０７万
（▲７４％）

CO2削減量
[2022⇒2040]

▲６５万

▲１０１万

▲７５万

▲７３３万

▲２９万

▲５．８万

▲１，００９万

-9-



参考資料
（2050年までのロードマップ）

17

「４-２ 温室効果ガスの削減目標（案）」に示す削減目標の達成に向けた、
2050年までのロードマップを示す
国の地球温暖化対策計画や有識者会議の資料等を元に、目標値の算定にあ
たって設定した社会・経済的状況を視覚化したものであり、ロードマップ上の
数字一つ一つを計画上の目標として位置付けるものではない

18

2050年
（目指す姿）

2040年度2035年度2030年度
現在

（2022年度）

───100%23.5%LED普及率

ストック平均
100%

⇒
ストック置換

⇒
ストック置換

新築
100%

32.2%
（新築）

ZEH割合※１

約９割８２％７９％７５％69%電力割合※２

電源の
脱炭素化

０．１３
kg-CO2/kWh

0.１９
kg-CO2/kWh

0.２５
kg-CO2/kWh

0.407
kg-CO2/kWh

電力排出係数

※１：ZEH基準の水準の省エネ性能に適合する住宅の割合
※２：エネルギー消費量に占める電力の割合（TJベース）

赤字：「地球温暖化対策計画」や関連資料、国の有識者会議資料などを元に設定
黒字：2022年度実績値と将来の設定値などから北九州市推計（内挿など）または現行計画の設定を踏襲

 

 

2050年までのロードマップ（①家庭部門）
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2050年
（目指す姿）

2040年度2035年度2030年度
現在

（2022年度）

───100%５３%LED普及率

ストック平均
100%

⇒
ストック置換

⇒
ストック置換

新築
100%

3５%
（新築/中大規模）

ZEB割合※１

約９割７８％７２％６６％５７%電力割合※２

電源の
脱炭素化

０．１３
kg-CO2/kWh

0.１９
kg-CO2/kWh

0.２５
kg-CO2/kWh

0.407
kg-CO2/kWh

電力排出係数

※１：ZEB基準の水準の省エネ性能に適合する建築物の割合
※２：エネルギー消費量に占める電力の割合（TJベース）

赤字：「地球温暖化対策計画」や関連資料、国の有識者会議資料などを元に設定
黒字：2022年度実績値と将来の設定値などから北九州市推計（内挿など）または現行計画の設定を踏襲

20

2050年
（目指す姿）

2040年度2035年度2030年度
現在

（2022年度）

▲８割程度▲６割▲５割▲４割▲３割
自動車１台
あたりCO２
（2010年度比）

電動車率
ほぼ100%

⇒
ストック置換

新車100%
（乗用車）

⇒
新車販売拡大

市内乗用車の
約３２％（軽除く）

HVの普及

市内乗用車の
約１％（軽除く）

PHV・EV・
FCVの普及

▲100%▲70～80%▲４５～５５％▲20～30％─
船舶の

GHG排出量
（2008年度比）

赤字：「地球温暖化対策計画」や関連資料、国の有識者会議資料などを元に設定
黒字：2022年度実績値と将来の設定値などから北九州市推計（内挿など）または現行計画の設定を踏襲

2050年までのロードマップ（②業務部門）

2050年までのロードマップ（③運輸部門）
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21

2050年
（目指す姿）

2040年度2035年度2030年度
現在

（2022年度）

継続した取組⇒⇒
エネルギー消費
効率▲１％／年

─省エネ対策

既に決定又は予定されている設備の休止・リプレース、
GXの進展や革新的技術開発の普及 等

─
生産プロセスの

合理化・脱炭素化

３８％３０％２６％２２%１６％電力割合※１

電源の
脱炭素化

0.１３
kg-CO2/kWh

0.１９
kg-CO2/kWh

0.２５
kg-CO2/kWh

0.407
kg-CO2/kWh

電力排出係数

※１：エネルギー消費量に占める電力の割合（TJベース）

緑字：「省エネ法」に基づく取組、市内企業の報道発表や企業ヒアリング等を参考に設定
赤字：「地球温暖化対策計画」や関連資料、国の有識者会議資料などを元に設定
黒字：2022年度実績値と将来の設定値などから北九州市推計（内挿など）または現行計画の設定を踏襲

22

2040年度
（予測）

2035年度
（予測）

2030年度
（予測）

2022年度
（実績）

４３．６万世帯４４．５万世帯４４．９万世帯４３．８万世帯世帯数

1,185万m21,196万m21,208万m21,229万m2業務用延床面積

５８．３万台５９．６万台６０．１万台58.6万台自動車保有台数

３．０２兆円２．９７兆円２．９１兆円２．７７兆円製造品出荷額等

2050年までのロードマップ（④産業部門）

2050年までのロードマップ（参考：社会的条件）

-12-



23

2022年度からの削減見込み

2040年度2035年度2030年度

▲９．５万トン▲９．９万トン▲１０．１万トンLED照明への転換

▲４．１万トン▲２．１万トン▲０．２万トンZEHの普及

▲５１．２万トン▲３９．７万トン▲２７．９万トン
電化率向上・

電力排出係数の改善

▲６４．９万トン▲５１．７万トン▲３８．３万トン合計

※ 端数処理の関係で合計値が合わない場合がある

24

2022年度からの削減見込み

2040年度2035年度2030年度

▲１．６万トン▲３．３万トン▲５．０万トンLED照明への転換

▲１６．９万トン▲１０．６万トン▲４．８万トンZEBの普及

▲８２．７万トン▲６０．２万トン▲４０．６万トン
電化率向上・

電力排出係数の改善

▲１０１．１万トン▲７４．１万トン▲５０．４万トン合計

※ 端数処理の関係で合計値が合わない場合がある

CO2削減効果の内訳（①家庭部門）

CO2削減効果の内訳（②業務部門）
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2022年度からの削減見込み

2040年度2035年度2030年度

▲３８．６万トン▲２４．７万トン▲９．６万トン
自動車の燃費改善

（EV等を除く）

▲６．３万トン▲３．８万トン▲１．７万トンEV・PHVの導入

▲３０．２万トン▲２１．５万トン▲１２．７万トン船舶の排出量削減

▲7５．２万トン▲５０．０万トン▲２４．０万トン合計

※ 端数処理の関係で合計値が合わない場合がある

26

2022年度からの削減見込み

2040年度2035年度2030年度

▲８２．８万トン▲５９．６万トン▲３６．２万トン
省エネ対策

（省エネ法の努力目標）

▲５２２．３万トン▲３７０．４万トン▲１９３．３万トン
生産プロセスの

合理化・脱炭素化

▲１２７．４万トン▲１０３．６万トン▲７７．６万トン
電化率向上・

電力排出係数の改善

▲７３２．５万トン▲５３３．５万トン▲３０７．１万トン合計

※ 端数処理の関係で合計値が合わない場合がある

CO2削減効果の内訳（③運輸部門）

CO2削減効果の内訳（④産業部門）
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